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研究分野：総合領域 

科研費の分科・細目：生活科学・生活科学一般 

キーワード：家庭科学習プログラム 特別支援教育 家庭科と家庭との連携 

 

１．研究計画の概要 

本研究は、障害児も非障害児も共に学習効

果が高まる家庭科学習プログラムを開発する

ことを目的とする。本研究は次の手順で進め

る。 

(1) ①家庭科が教科として存在しインクルー

ジョンの先進的取り組みを行っているフィン

ランドの実状を検討し、プログラム開発の示

唆を得る。 

②応用行動分析学の理論を適用して、家庭

と連携した新しい家庭科学習プログラムを開

発する。 

(2)開発した家庭科学習プログラムを授業実

践することによって、そのプログラムの有効

性を実証的に検証する。 

 

２．研究の進捗状況 
(1)①特別支援教育における新たな家庭科学
習プログラムを開発する際の示唆を得るた
め、統合教育における授業実践の蓄積がある
フィンランドの家庭科教育の実状を視察し、
特別支援教育（インクルージョン）の先進的
取り組みを行っている研究者、家庭科教師お
よび学校を選定し、インタビュー調査と授業
実践の参観・記録を実施した。 
② ①の結果をふまえた上で、応用行動分析
学の理論をもとに 5つの支援ツール（家庭科
だより・保護者会、食品カード、食事チェッ
ク表、教師・保護者からのコメント、食事ポ
イントポスター）を設定し、学校の授業場面
だけでなく家庭で保護者にも学習内容に関
する働きかけを行ってもらうことで、学習効
果が維持されることをねらいとした家庭科

学習プログラムを開発した。(2)開発した家
庭科学習プログラムを、2008 年 11 月下旬～
12 月中旬に授業実践を行った。 
 現在は授業実践結果を分析し、2009 年 6 月
に開催される日本家庭科教育学会において
研究発表する予定である。 
 

３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している 

（理由） 
家庭科学習プログラムを開発するため、本

研究の 1 年目に情報収集、資料収集などを行
い、２年目に特別支援教育を成功させるため
の家庭と連携したプログラムの枠組みを検
討し、3 年目で授業開発を行い、それを実践
することによって、検証するという当初の研
究計画に従って進展している。 
 

４．今後の研究の推進方策 
 現在は、昨年度に家庭科学習プログラムを
開発し授業実践した結果を分析していると
ころである。その結果、授業終了直後は学習
成果がみられても、授業後において保護者の
介入があったにもかかわらず、長期間の維持
が困難な子どもがみられた。このことから、
本年は最終年ではあるが、開発した家庭科学
習プログラムを修正した上で、再度授業実践
を実施し、さらに学習成果の維持が期待でき
るプログラムとなるように開発したいと考
えている。 
 
５. 代表的な研究成果 
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